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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

 沖縄県では、東日本大震災の被災者受入れが災害救助法にもとづき積極的に行われた

一方で、こうした公的支援から制度的に外れた「母子避難者」は、一部の NPO 法人や市

民団体で受入れが行われた。その一つが沖縄県石垣市の市民団体「ちむぐくる」（被災者・

避難者支援ネットワーク石垣島）であった。「ちむぐくる」では、母子避難者への住宅支

援のほか、母子避難者向けのサロン開催、食品の放射能測定を実施した 。  

 本研究では、第 1 に母子避難者の震災経験や避難経験から、原発事故を起因とした避

難行動が孕む社会運動的側面を考える。第 2 に市民団体「ちむぐくる」と母子避難者の

活動の社会的波及効果を地域社会学の視点から考える。同市民団体を軸にした彼女たち

の協同活動やネットワーク形成、地域住民との交流から、当事者間の「小さな共同性」

から支援者・地域住民を巻き込んだ「地域的共同性」への展開とその可能性を検討する。 

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

 本研究は、第１に、沖縄県が実施した東日本大震災の被災者に対する支援制度を整理したう

えで、こうした沖縄県の行政支援から外れた「自主避難者」や「母子避難者」と称される

人びとを受入れた任意団体の一例として、石垣市の「ちむぐくる」の設立経緯・支援内容

を整理した。第 2 に、以上の作業を踏まえたうえで、「ちむぐくる」の支援活動と当事者

との交流・ネットワーク形成の社会的波及効果として生じたコミュニティ意識の変容を明

らかにしようとした。第 3 に、当事者である母子避難者に対するインタビュー調査から、

母子避難者の震災経験と避難経験を中心とする生活記録をまとめた。本報告書では、事例

としてあげた市民団体「ちむぐくる」の設立経緯・支援内容を中心に報告する。  

 

（１）「ちむぐくる」設立 

 2006年頃から「沖縄ブーム」を背景とした移住者向けの無計画な宅地開発・住宅建設が急速に進められてきた。そ

のため2007年6月には、島の景色・景観をテーマにした「緊急・島の未来シンポジウム」が住民側から開催された。

このシンポジウムを契機として、2007年8月に市民団体「島の未来を考える島民会議」が発足した。 

 東日本大震災後の2011年5月に受入れの支援や対応にかんする市民集会「被災者支援ネットワーク会議いしがき」

（仮称）が結成された。集会には、30人余りの市民が参加し、自主避難者の実態把握と支援情報の共有化を議論した。

この「被災者支援ネットワーク会議いしがき」（仮称）は、後に結成される市民団体「ちむぐくる」（被災者・避難者

支援ネットワーク石垣島）の前身となる準備会である。準備会では、第１に、空き家や家財、耕作地などの物的提供、

第2に住宅の清掃や修繕・修理などを引き受けてくれる人を広く呼びかけた。この時期、沖縄県は罹災証明書（被災

証明書）を発行された被災者を対象に支援をし、公的支援の制度外の自主避難者にかんしては任意団体や民間の支援

ボランティア団体が受入れるような具体的な話しが上がった。 

 5 月 23 日に、「被災者支援ネットワーク会議いしがき」（仮称）は、「ちむぐくる」準備会と名称を変更し、自主避

難者を対象にした支援団体設立に向けて準備が進められた。「ちむぐくる」準備会では、対象者の避難理由や生活実

態などの情報交換をする「避難者の集い」、対象者と市民の交流会「被災者・避難者支援交流パーティー」が実施さ

れた。7 月に正式に設立総会が開催され、正式に「ちむぐくる」が発足した。設立総会では会長が「行政と企業、市

民が三位一体となった体制で被災者・避難者をしていきたい」と挨拶を述べている。 

 

（２）「ちむぐくる」活動内容 

◆基本方針は以下の通りに決められた。 

 東日本大震災および福島原発事故により被害を受けた被災者および石垣島に避難してきた人々に支援を行うとと

もに、新たに導入した測定器による食品等の放射能測定ができることを広くアピールし、市民が安心・安全な生活を

送られるよう活動していく。また、引き続き支援活動に対する寄付金のお願いや資金確保のための自主的活動も積極

的に行っていく。 

 

◆避難者支援は以下の通りに決められた。 

１）受入れおよび交流 

避難者受入れと避難者と石垣市民の交流、懇親会の実施、各住宅施設のある地域での交流会実施 

２）居住施設の管理 

避難者の居住元は、原則として東北・関東地域として、避難者への一時的な居住施設の提供 

３）生活支援のためのリサーチ・カウンセリング 

情報提供・生活物資の援助等、相談員の配置とカウンセリングの専門家との連携、ボランティア活動に必要な研修 

４）放射線量の把握 

放射能測定室の設置、放射能測定の記録・公表 

５）「ちむぐくる」の目的に沿った事業 

１）〜４）のほかに、事業目的に適い、必要があると判断されれば適時対応 

 

以上の事業内容に沿ったかたちで、実行組織としてチームが編成された。発足時から支援のニーズに合わせて多少

形態は変化してきたが、事務チーム、住宅チーム、広報チーム、ラジオチーム、避難者チーム、交流・イベントチー

ム、放射線量把握チームなどがそれぞれ設けられた。 
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（３）避難者の受入れ実態 

 第1回報告書（2012年4月）によると、2合計の避難者受入れ数は、30世帯80人であり、2012年4月時点では、

4世帯11人であった。第2回報告書（2012年 7月）では、合計が36世帯97人で、7月時点では4世帯10人であ

った。第3回報告書（2013 年 8月）では、合計が57世帯149 人であった。第3回報告では現時点での受入れ人数

の記載は公表されなかった。 

 自主避難で最も必要とさる避難者住宅の設備としては、市民から提供された6つの住宅の改修、整備（安全柵・

防水コンセント、キッチン新設、証明、雨漏り防水など）を進めた。さらに市民に生活用品の提供をよびかけ、冷

蔵庫、洗濯機、ガスコンロ、掃除機、炊飯器、調理用具、自転車、子供用おもちゃを配布した。 

 

（４）市民ラボの立ち上げ 

 自主避難者は、放射能汚染による内・外部被曝の子どもの身体的影響を理由に避難することが多いといわれる。

そのため「ちむぐくる」では、早い段階から食品中放射能測定の推進を求め、石垣市長や議員への要請をしていた。

2012 年 2月に1000 万円近くの寄付があり、その寄付によって2012 年 10 月に放射能測定器を置いた市民放射能測

定所「石垣市民ラボ」を開所した。測定所では、食品の放射能測定値を記録し、公開をしている。測定の時間は、

一つ一つの食品サンプルを計るため、4〜5時間は要する。その結果として、非常に正確な数値を測定することがで

きる。測定所は会員制で、「ひと月会員」であれば月額500円、「年間会員」であれば年額5,000円で会員になるこ

とができ、1 回の測定依頼を 100 円で行うことができる。ほかの民間団体や公的機関に比べて低価格で測定できる

ため、会員は八重山の住民および滞在者（避難者）に限っている。こうした測定記録の公開が、放射能汚染を不安

に思う避難者の安心につながるために行われている。 

 

（５）保養プロジェクト 

 「ちむぐくる」では、以下の3つの保養キャンプが実施された。 

１）「ディダヌファキャンプ〜子ども保養プロジェクト石垣島」 

 2012 年 7月 25 日から8月 6日までの約2週間、被災地の子どもを放射能汚染の内・外部被曝から守るために、

短期間の保養プロジェクトが実施された。キャンプ参加者は30名（うち引率者2名）であった。シュノーケリング

や凧揚げ、缶を材料にした三振づくり、フットサル、いかだ作り、そのほかに島内ツアーや竹富島での海水浴など

をメニューとした。 

 

２）南ぬ島の母子保養 

 「ちむぐくる」が管理する住宅施設を利用した保養プロジェクトであり。医師から保養を勧められるような状況

でも経済的な理由から保養を十分にできない母子のために、4〜6月に実施され、対象者には交通費も支給した。期

間中にはバーベキューや夕食会など市民との交流会も行われた。福島、埼玉、東京、千葉から8世帯18名の母親と

子どもが参加した。 

 

３）福島の星好き高校生招待事業 

 福島市の福島東陵高校科学部天文班の生徒5名と顧問1名を招待し、石垣島ツアーや天体観測を実施した。 

 

（６）そのほかの活動 

 原子力発電所やその放射線に関する講演会や勉強会、島内で開催されるお祭りへの参加やクリスマス会・忘年会

の開催も実施した。なかでも避難してきた家族が孤立化しないよう市民側でサポートするよう考えられた。 

 

以上で整理した「ちむぐくる」の支援活動では、沖縄県の公的な支援制度から外れた関東を中心とする自主避難

者にとっては、住宅支援を含め、避難を可能にした支援事業であった。だが、こうしたセーフティーネットとして

機能した「ちむぐくる」においても、自主避難者の一時的な支援にとどまらざるを得ないため、石垣市での避難の

継続を希望する、あるいは避難から移住にうつる人びとへの十分なケア・サポートは難しい状況にあった。 
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